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報道資料 
平成 13 年 4 月 24 日 
総 務 省 

平成１２年「通信利用動向調査」の結果平成１２年「通信利用動向調査」の結果平成１２年「通信利用動向調査」の結果平成１２年「通信利用動向調査」の結果    
    

    総務省では、世帯、事業所、企業ごとの電気通信・放送サービス等の利用実態とその

動向を把握することを目的として、平成１２年「通信利用動向調査」（調査概要（次頁）参照）

を実施しました。 

 この度、調査結果の概要を取りまとめましたので、次のとおりお知らせいたします。 

１ 調査結果のポイント  

■■■■    世帯、事業所、企業いずれもインターネット利用が大幅に向上。世帯、事業所、企業いずれもインターネット利用が大幅に向上。世帯、事業所、企業いずれもインターネット利用が大幅に向上。世帯、事業所、企業いずれもインターネット利用が大幅に向上。    

■■■■    これに伴い、世帯ではパソコン保有率が向上、企業ではＬＡＮ・イントラネット整備がこれに伴い、世帯ではパソコン保有率が向上、企業ではＬＡＮ・イントラネット整備がこれに伴い、世帯ではパソコン保有率が向上、企業ではＬＡＮ・イントラネット整備がこれに伴い、世帯ではパソコン保有率が向上、企業ではＬＡＮ・イントラネット整備が

進展。進展。進展。進展。    

(1)(1)(1)(1)    通信の利用状況（世帯）通信の利用状況（世帯）通信の利用状況（世帯）通信の利用状況（世帯）    

①①①①    インターネットの世帯普及率が３４．０％（１４．９ポイント増）、３世帯に１世帯がインターネットの世帯普及率が３４．０％（１４．９ポイント増）、３世帯に１世帯がインターネットの世帯普及率が３４．０％（１４．９ポイント増）、３世帯に１世帯がインターネットの世帯普及率が３４．０％（１４．９ポイント増）、３世帯に１世帯が

インターネットを利用インターネットを利用インターネットを利用インターネットを利用    

・ これに伴いパソコン保有、ＩＳＤＮ回線利用も大幅増これに伴いパソコン保有、ＩＳＤＮ回線利用も大幅増これに伴いパソコン保有、ＩＳＤＮ回線利用も大幅増これに伴いパソコン保有、ＩＳＤＮ回線利用も大幅増    

・ ブロードバンドネットワークに対する期待を反映し、ビデオ・オン・デマンドに対する期待ブロードバンドネットワークに対する期待を反映し、ビデオ・オン・デマンドに対する期待ブロードバンドネットワークに対する期待を反映し、ビデオ・オン・デマンドに対する期待ブロードバンドネットワークに対する期待を反映し、ビデオ・オン・デマンドに対する期待

が前年から大きく上昇が前年から大きく上昇が前年から大きく上昇が前年から大きく上昇    

②②②②    情報通信機器では、携帯電話が全世帯の約８割、パソコンは約５割まで普及情報通信機器では、携帯電話が全世帯の約８割、パソコンは約５割まで普及情報通信機器では、携帯電話が全世帯の約８割、パソコンは約５割まで普及情報通信機器では、携帯電話が全世帯の約８割、パソコンは約５割まで普及    

・ 高齢者のパソコン利用は向上しているが、依然としてワープロの半分程度高齢者のパソコン利用は向上しているが、依然としてワープロの半分程度高齢者のパソコン利用は向上しているが、依然としてワープロの半分程度高齢者のパソコン利用は向上しているが、依然としてワープロの半分程度    

③③③③    約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴    

・ 特にＣＡＴＶの普及率が前年から６．７ポ特にＣＡＴＶの普及率が前年から６．７ポ特にＣＡＴＶの普及率が前年から６．７ポ特にＣＡＴＶの普及率が前年から６．７ポイント上昇、２割超にイント上昇、２割超にイント上昇、２割超にイント上昇、２割超に    

(2)(2)(2)(2)    通信の利用状況（事業所）通信の利用状況（事業所）通信の利用状況（事業所）通信の利用状況（事業所）    

①①①①    事業所におけるインターネット利用率は４４．８％、前年から１３ポイント増事業所におけるインターネット利用率は４４．８％、前年から１３ポイント増事業所におけるインターネット利用率は４４．８％、前年から１３ポイント増事業所におけるインターネット利用率は４４．８％、前年から１３ポイント増    

・ 従業員１００人以上の事業所では、８割超がインターネットを利用従業員１００人以上の事業所では、８割超がインターネットを利用従業員１００人以上の事業所では、８割超がインターネットを利用従業員１００人以上の事業所では、８割超がインターネットを利用    

            ②②②②    パソコンの保有率も８２．４％に達し、前年から８．４ポイントの大幅増パソコンの保有率も８２．４％に達し、前年から８．４ポイントの大幅増パソコンの保有率も８２．４％に達し、前年から８．４ポイントの大幅増パソコンの保有率も８２．４％に達し、前年から８．４ポイントの大幅増    

・ 携帯電話・ファクシミリについてはほぼ横ばい、ワープロは減少傾向携帯電話・ファクシミリについてはほぼ横ばい、ワープロは減少傾向携帯電話・ファクシミリについてはほぼ横ばい、ワープロは減少傾向携帯電話・ファクシミリについてはほぼ横ばい、ワープロは減少傾向    

(3)(3)(3)(3)    企業ネットワークの状況企業ネットワークの状況企業ネットワークの状況企業ネットワークの状況    

①①①①    企業のインターネット利用率は８９．３％、前年から１１ポイント増企業のインターネット利用率は８９．３％、前年から１１ポイント増企業のインターネット利用率は８９．３％、前年から１１ポイント増企業のインターネット利用率は８９．３％、前年から１１ポイント増    

・ ３社に１社がインターネットで販売活動を実施３社に１社がインターネットで販売活動を実施３社に１社がインターネットで販売活動を実施３社に１社がインターネットで販売活動を実施    

②②②②    企業のＬＡＮ・イントラネット構築も大きく進展企業のＬＡＮ・イントラネット構築も大きく進展企業のＬＡＮ・イントラネット構築も大きく進展企業のＬＡＮ・イントラネット構築も大きく進展    

・ ＬＡＮは８ＬＡＮは８ＬＡＮは８ＬＡＮは８６．４％（８．５ポイント増）、イントラネットは４４．２％（１１ポイント増）の整備率６．４％（８．５ポイント増）、イントラネットは４４．２％（１１ポイント増）の整備率６．４％（８．５ポイント増）、イントラネットは４４．２％（１１ポイント増）の整備率６．４％（８．５ポイント増）、イントラネットは４４．２％（１１ポイント増）の整備率    

・ 電子メールも８８．２％の企業が利用（１３．７ポイント増）電子メールも８８．２％の企業が利用（１３．７ポイント増）電子メールも８８．２％の企業が利用（１３．７ポイント増）電子メールも８８．２％の企業が利用（１３．７ポイント増）    
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２ 主な調査結果  

     別紙参照 

 

 

 

【調査概要】 

 

 本件調査は、統計報告調整法に基づく承認統計として、平成２年（企業ネットワークの

状況については平成５年に追加）から毎年実施している。 

 
調査種類 通信の利用状況 企業ネットワークの状況 

調査客体 世   帯 事  業  所 企   業 

調査範囲 全     国 

調査対象 世帯主が満２０歳以上

(12.4.1 現在)の世帯 

（単身世帯を含む。） 

従業者数５人以上の事業

所（日本標準産業分類の

郵便業及び電気通信業を

除く。） 

従業者 100 人以上の企業 

（日本標準産業分類の農・

林・漁業及び鉱業を除

く。） 

サンプル数 ６，４００世帯 ５，６００事業所 ３，０００企業 

有効回答

数（率） 

４，２７８世帯 

（６６．８％） 

３，０７０事業所 

（５４．８％） 

１， ８３８企業 

（６１．３％） 

調査時期 平成１２年１１月１日現在 

 
 
 
 
 

                      連絡先：情報通信政策局総合政策課 
                         （担当：磯課長補佐、統計企画係小林係長） 

                電話：０３－５２５３－５７４４ 
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１ 通信の利用状況（世帯） 
 （１） 情報通信機器の保有及び利用 －① 全体像                         
 
■ 携帯電話は全世帯の約携帯電話は全世帯の約携帯電話は全世帯の約携帯電話は全世帯の約８８８８割、パソコンは約５割まで普及。割、パソコンは約５割まで普及。割、パソコンは約５割まで普及。割、パソコンは約５割まで普及。    
① 世帯における携帯電話の保有率の拡大基調が続き、７５．４％に達する。その中

で、ネット対応型携帯電話の保有率が前年の８．９％から２６．７％と３倍増。 
② パソコンの保有率がはじめてワープロを抜き、約半数の世帯が保有。 

 
 

図１ モバイル端末の世帯保有状況      図２ その他の機器の世帯保有状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 「ネット対応型携帯電話」は「携帯電話」の内数を表示 
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携帯電話※携帯電話※携帯電話※携帯電話※    

ＰＨＳＰＨＳＰＨＳＰＨＳ    
    

携帯情報端末携帯情報端末携帯情報端末携帯情報端末    

ワープロワープロワープロワープロ    パソコンパソコンパソコンパソコン    

ファクシミリファクシミリファクシミリファクシミリ    

カーナビカーナビカーナビカーナビ    

（％） （％） 

(ﾌｧｸｼﾐﾘ) 

(n) (4.544) (4,159) (4,443) (4,098) (3,657) (4,278)         (4.544) (4,159) (4,443) (4,098) (3,657) (4,278) 

（別 紙）
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14.214.214.214.2 

13.213.213.213.2 

12.212.212.212.2 

13.413.413.413.4 

5.45.45.45.4 

6.86.86.86.8 

28.328.328.328.3 
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34.534.534.534.5 

42.542.542.542.5 
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41.341.341.341.3 

3.53.53.53.5 

7.27.27.27.2 

0.50.50.50.5 

1.51.51.51.5

3.03.03.03.0 

5.75.75.75.7 

0000 5555 10101010 11115555 20202020 25252525 30303030 35353535 40404040 45454545 50505050 

平成平成平成平成 11111111 年年年年 

平成平成平成平成 12121212 年年年年 

平成平成平成平成 11111111 年年年年 

平成平成平成平成 12121212 年年年年 

平成平成平成平成 11111111 年年年年 

平成平成平成平成 12121212 年年年年 

平成平成平成平成 11111111 年年年年 

平成平成平成平成 12121212 年年年年 
高齢者が利用している高齢者が利用している高齢者が利用している高齢者が利用している 
保有しているが利用していない保有しているが利用していない保有しているが利用していない保有しているが利用していない 

（ ％）％）％）％） 

ワープロワープロワープロワープロ 

ファクシミリファクシミリファクシミリファクシミリ 

パソコンパソコンパソコンパソコン 

携帯情報端末携帯情報端末携帯情報端末携帯情報端末 平成11年：ｎ＝1693 

平成12 年：ｎ＝1982 

無回答
0.5%

世帯主が65歳以上世帯主が65歳以上世帯主が65歳以上世帯主が65歳以上
22.2%22.2%22.2%22.2%

世帯主が65歳未満世帯主が65歳未満世帯主が65歳未満世帯主が65歳未満
20.5%20.5%20.5%20.5%

高齢者のいない世帯
56.8%

高齢者のいる世帯
（42.7%）

１ 通信の利用状況（世帯） 
 （１） 情報通信機器の保有及び利用 －② 高齢者                         

 
■ 高齢者の約１割がファクシミリやワープロを利用。高齢者の約１割がファクシミリやワープロを利用。高齢者の約１割がファクシミリやワープロを利用。高齢者の約１割がファクシミリやワープロを利用。    
① ファクシミリの利用率は若干向上しているが（１２．２％→１３．４％）、ワープロはや

や減少（１４．２％→１３．２％）。 
② パソコンの利用率は向上しているが（５．４％→６．８％）、高齢者においてはまだワ

ープロの半分程度の利用率にとどまる。 
 

図１ 高齢者のいる世帯の情報通信機器保有率と高齢者自身の利用率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 参考：高齢者のいる世帯割合（本調査結果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ＝4,278 
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１ 通信の利用状況（世帯） 
 （２） 世帯におけるインターネットの普及                                

 
■ ３世帯に１世帯がインターネットを利３世帯に１世帯がインターネットを利３世帯に１世帯がインターネットを利３世帯に１世帯がインターネットを利用。用。用。用。    
① インターネットを利用する世帯の割合は、１９．１％から３４．０％に上昇し、３世帯に

１世帯がインターネットを利用。 
② これに伴い、パソコンの保有率、ＩＳＤＮ回線利用率も大きく向上。 

 
 

図 インターネット世帯普及率等の推移 
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パソコン保有率パソコン保有率パソコン保有率パソコン保有率  
（再掲）（再掲）（再掲）（再掲）    

インターネット世帯普及率インターネット世帯普及率インターネット世帯普及率インターネット世帯普及率  

ＩＳＤＮ回線利用率ＩＳＤＮ回線利用率ＩＳＤＮ回線利用率ＩＳＤＮ回線利用率    

(n)       (4,443)             (4,098)             (3,657)             (4,278) 
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何も視聴していない
48.8%

CATVのみ視聴
8.7%

すべてすべてすべてすべて視聴している
3.5%

BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）とWOWOW）
5.2%

BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）とCATV
8.0%無回答

3.4%

BS(WOWOW）のみ視聴
1.6%

BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）BS(NHK）のみ視聴
20.1%

CATVとBS(WOWOW）
0.6%

ｎ=4,278
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35.435.435.435.4 36.436.436.436.4 37.037.037.037.0

8.88.88.88.8
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10.110.110.110.1

14.114.114.114.1 14.114.114.114.1
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9.49.49.49.48.58.58.58.5

0000
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平成9年平成9年平成9年平成9年 平成10年平成10年平成10年平成10年 平成11年平成11年平成11年平成11年 平成12年平成12年平成12年平成12年

いずれかを視聴いずれかを視聴いずれかを視聴いずれかを視聴

BS放送（ＮＨＫ衛星第1・第2BS放送（ＮＨＫ衛星第1・第2BS放送（ＮＨＫ衛星第1・第2BS放送（ＮＨＫ衛星第1・第2）

ＢＳ放送（wowow)、ＣＳ放送ＢＳ放送（wowow)、ＣＳ放送ＢＳ放送（wowow)、ＣＳ放送ＢＳ放送（wowow)、ＣＳ放送

ＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶ

(％)(％)(％)(％)

１ 通信の利用状況（世帯） 
 （３） 放送サービスの利用                                        

 
■ 約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴。約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴。約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴。約半数の世帯が衛星放送・ＣＡＴＶのいずれかを視聴。    
① 自宅で衛星放送ないしＣＡＴＶいずれかを視聴する世帯は４７．８％。前年調査から

３ポイント増。 
② ＣＡＴＶが前年から６．７ポイント上昇、普及率２割超に。 
③ ＢＳ（ＮＨＫ）を視聴する世帯は３６．８％。うち約半数がＢＳ（wowow）・ＣＳないしＣＡ

ＴＶを併用して視聴。 
 

図１ 世帯の放送サービスの利用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２ 放送サービスの併用状況 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

(n)     (4,443)           (4,098)            (3,657)            (4,278) 

ｎ＝4,278 
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27.927.927.927.9

14.814.814.814.8

13.113.113.113.1

12.112.112.112.1

10.110.110.110.1

8.08.08.08.0

6.36.36.36.3

3.03.03.03.0

2.02.02.02.0

0.50.50.50.5

45.8

25.9

18.4

20.3

21.0

12.8

9.0

11.5

8.9

7.7

6.1

4.1

2.1

1.6

0.7

46.6

26.8

16.4

24.7

17.4

13.8

6.5

15.0

7.1

7.3

7.1

3.8

2.8

1.1

0.4

17.217.217.217.2

24.724.724.724.7

26.826.826.826.8

30.930.930.930.9

43.543.543.543.5

0 10 20 30 40 50

画面を通じて医師に相談や診断

行政サービスや公的施設の予約

ビデオ・オン・デマンド

銀行や郵便局の残高照会、振込

画面を通じて趣味や教養講座に参加

テレビ電話

画面で商品をみながら買い物

ＴＶ電話を利用した高齢者福祉

新聞記事を検索して、画面で見る

番組を高精細画質のテレビで見る

テレワーク

学校と同様の授業を受ける

キャッシュレスショッピング

最新のテレビゲームが配信

その他のサービス

（％）

12年(n=4,278)

11年(n=3,657)

10年(n=4,098)

１ 通信の利用状況（世帯） 
 （４） 自宅で受けてみたい新たな情報通信サービス                        

 
■ ビデオ・オンビデオ・オンビデオ・オンビデオ・オン・デマンドに対する期待が前年から９．５ポイントと大幅増。・デマンドに対する期待が前年から９．５ポイントと大幅増。・デマンドに対する期待が前年から９．５ポイントと大幅増。・デマンドに対する期待が前年から９．５ポイントと大幅増。    
① 自宅で受けてみたい新たな情報通信サービスとしては、医師との相談・診断が引き

続き高い期待を集める。 
② 前年調査との比較では、ビデオ・オン・デマンドに対する期待が９．５ポイントと大き

く上昇。ブロードバンドネットワークに対する期待を反映。 
 

図 自宅で受けてみたい新たな情報通信サービス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   （注）回答は選択肢の中から期待の大きい順に３つまで選択。集計では、１位に３点、２位に２点、

３位に１点を与え、その得点合計をサンプル数の３倍で除して比率をパーセンテージ表示した。（全

ての回答者が１位を選択した場合に１００％となる。） 
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２ 通信の利用状況（事業所） 
 （１） 情報通信機器の利用状況                                     

 
■ 携帯電話、ＰＨＳ、ファクシミリ、パソコンの保有が前年より増加。携帯電話、ＰＨＳ、ファクシミリ、パソコンの保有が前年より増加。携帯電話、ＰＨＳ、ファクシミリ、パソコンの保有が前年より増加。携帯電話、ＰＨＳ、ファクシミリ、パソコンの保有が前年より増加。    
① パソコンの保有率が前年から８．４ポイント増加して８２．４％に。 
② 他方、携帯電話・ファクシミリはほぼ横ばい、ワープロは減少傾向。 

 
図 情報通信機器の保有状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

73.7 74.0

82.4

67.3 66.1
68.1

12.2

8.9
10.7

93.2 94.7 95.3

64.6
61.1

57.0

0000

20202020

40404040

60606060

80808080

100100100100

平成10年平成10年平成10年平成10年
（ｎ＝4,010）（ｎ＝4,010）（ｎ＝4,010）（ｎ＝4,010）

平成11年平成11年平成11年平成11年
（ｎ＝4,186）（ｎ＝4,186）（ｎ＝4,186）（ｎ＝4,186）

平成12年平成12年平成12年平成12年
（ｎ＝3,070）（ｎ＝3,070）（ｎ＝3,070）（ｎ＝3,070）

保有率　（％）保有率　（％）保有率　（％）保有率　（％）

ファクシミリファクシミリファクシミリファクシミリ

パソコンパソコンパソコンパソコン

携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話

ワープロワープロワープロワープロ

ＰＨＳＰＨＳＰＨＳＰＨＳ

(n)     (4,010)          (4,186)          (3,070)(n)     (4,010)          (4,186)          (3,070)(n)     (4,010)          (4,186)          (3,070)(n)     (4,010)          (4,186)          (3,070)    
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29.229.229.229.2

80.580.580.580.5

5.85.85.85.8

44.844.844.844.8

31.831.831.831.8

19.219.219.219.2

12.312.312.312.3

4.64.64.64.6

10.410.410.410.4

16.716.716.716.7

40.740.740.740.7

61.861.861.861.8

48.348.348.348.3

32.532.532.532.5

20.120.120.120.1

0000

20202020

40404040

60606060

80808080

100100100100

平成８年平成８年平成８年平成８年 平成９年平成９年平成９年平成９年 平成10年平成10年平成10年平成10年 平成11年平成11年平成11年平成11年 平成12年平成12年平成12年平成12年

保有率（％）保有率（％）保有率（％）保有率（％）

（全体）（全体）（全体）（全体）

（5～29人）（5～29人）（5～29人）（5～29人）

（100人以上）（100人以上）（100人以上）（100人以上）

２ 通信の利用状況（事業所） 
 （２） インターネットの利用状況                                     

 
■ インターネットの利用率は前年より大幅増。インターネットの利用率は前年より大幅増。インターネットの利用率は前年より大幅増。インターネットの利用率は前年より大幅増。    
① インターネットの利用率は、前年調査と比較して１３．０ポイント増加、４４．８％に。 
② 従業者 100 人以上の事業所の８割以上がインターネットを利用。他方３０人未満の

事業所では４割程度にとどまり、大きな格差。 
 

図 従業者規模別 インターネットの利用率 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n) (4,244)     (n) (4,244)     (n) (4,244)     (n) (4,244)          (4,352)          (4,010)          (4,186)         (3,070)  (4,352)          (4,010)          (4,186)         (3,070)  (4,352)          (4,010)          (4,186)         (3,070)  (4,352)          (4,010)          (4,186)         (3,070) 



 

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 63.8 78.3 89.3 

100～299人 57.6 74.4 86.9 

300～499人 74.8 86.0 94.0 

500～999人 78.6 87.8 95.9 

1000～1999人 89.8 92.3 97.2 

2000人以上 92.3 96.0 100.0 

平成10年 平成11年 平成12年

（％）

27.5

45.6

49.3

50.8

43.7

8.8

7.5

22.9

11.4

5.3

4.514.4

2.9

2.7

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成11年

平成12年

全社的に
利用している

一部の事業所又は
部門で利用している

利用していないが具体的に
利用する予定がある

無回答

（2,108）

（1,838）

（2,023）

（ｎ）

インターネット利用率

  0                   20                  40                   60                   80                 100 (%)

利用していないし
具体的な予定もない

３ 企業ネットワークの状況 
 （１） 企業のインターネット利用 －① 全体像                           
 
■ インターネットの利用率は約９割。従業者規模による格差は縮小。インターネットの利用率は約９割。従業者規模による格差は縮小。インターネットの利用率は約９割。従業者規模による格差は縮小。インターネットの利用率は約９割。従業者規模による格差は縮小。 

 

    

    

 
 

    

    

    

    

    

    

 

    

    

図２図２図２図２    従業員規模別インターネット利用率の推移従業員規模別インターネット利用率の推移従業員規模別インターネット利用率の推移従業員規模別インターネット利用率の推移    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 従業員数 100 人以上の企業の約 90％がインターネットを利用。うち、約半数が全社

的に利用。 

② 利用率の上昇とともに、従業員規模による利用格差も解消の方向。 

図１ インターネットの利用状況 
(n)             (2,108)             (2,023)              (1,838) 

10 
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① 従業員数 100 人以上のインターネット利用企業のうち、34.6％がインターネットで販

売活動。インターネット上で決済する企業はわずかに 2.2％。 

② インターネット上の販売活動を行う企業の割合は金融・保険、卸小売・飲食店で高く

４割を超える。 

19.819.819.819.8

27.527.527.527.5 28.028.028.028.0

38.138.138.138.1

31.831.831.831.8

38.938.938.938.9

0.40.40.40.4

13.413.413.413.4

4.84.84.84.8
1.31.31.31.31.31.31.31.30.00.00.00.02.22.22.22.2

32.432.432.432.4

34.634.634.634.6

19.819.819.819.8

28.828.828.828.8 29.329.329.329.3

42.942.942.942.9

45.245.245.245.2

39.339.339.339.3

0

10

20

30

40

50

全産業全産業全産業全産業 建設業建設業建設業建設業 製造業製造業製造業製造業 運輸・運輸・運輸・運輸・
通信業通信業通信業通信業

卸売・卸売・卸売・卸売・
小売業、小売業、小売業、小売業、
飲食店飲食店飲食店飲食店

金融･金融･金融･金融･
保険業保険業保険業保険業

サービス業サービス業サービス業サービス業
その他その他その他その他

（％）

（ｎ） （213）（200）（314）（191）（520）（280）（1,718）

３ 企業ネットワークの状況 
 （１） 企業のインターネット利用 －② インターネット販売                           
 
■■■■    ３社に１社がインターネットで販売活動。３社に１社がインターネットで販売活動。３社に１社がインターネットで販売活動。３社に１社がインターネットで販売活動。    
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ インターネットを利用した販売活動 

図２ 産業別のインターネット利用販売状況 

決済は行って
いない 

24.4

32.4

16.2

13.4

1.0

2.2

0 10 20 30 40 50 60

平成11年

平成12年

利用しているが、決済は
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行っていない

利用しており、決済も
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行っている

利用していないが、
具体的な利用予定がある

（n = 1,739）

（n = 1,718）

（％）（％）（％）（％）

販売活動での利用率

決済も行って
いる 
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32.2 43.5
57.0

30.7
34.4

29.4

77.9
86.4

62.9

0

20

40

60

80

100

平成10年 平成11年 平成12年

一部の事業所又は部門で構築

全社的に構築している

（1,838）（2,023）（2,108）（ｎ）

(%)

10.7
19.1

28.911.3

14.1

15.333.2

44.2

22.0

0

20

40

60

平成10年 平成11年 平成12年

一部の事業所又は部門で構築

全社的に構築している

（1,838）（2,023）（2,108）（ｎ）

（％）

9.4

7.4

3.6

0

5

10

平成10年 平成11年 平成12年

（1,838）（2,023）（2,108）（ｎ）

（％）

３ 企業ネットワークの状況 
 （２） 企業内ＬＡＮ・イントラネット等の整備状況 －① 全体像                    
 
■ LANLANLANLAN は約は約は約は約 9999 割、イントラネットは約４割、エクストラネットは約割、イントラネットは約４割、エクストラネットは約割、イントラネットは約４割、エクストラネットは約割、イントラネットは約４割、エクストラネットは約 1111 割の企業が割の企業が割の企業が割の企業が
構築。構築。構築。構築。    
    
    
    
    
    
    

図１図１図１図１    ＬＡＮ構築率の推移（従業員規模ＬＡＮ構築率の推移（従業員規模ＬＡＮ構築率の推移（従業員規模ＬＡＮ構築率の推移（従業員規模 100100100100 人以上）人以上）人以上）人以上）    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        図２図２図２図２    イントラネット構築率の推移（従業員規模イントラネット構築率の推移（従業員規模イントラネット構築率の推移（従業員規模イントラネット構築率の推移（従業員規模 100100100100 人以上）人以上）人以上）人以上）    

 

    

 
 
 
 
 

                図３図３図３図３    エクストラネット構築率の推移（従業員規模エクストラネット構築率の推移（従業員規模エクストラネット構築率の推移（従業員規模エクストラネット構築率の推移（従業員規模 100100100100 人以上）人以上）人以上）人以上）    

 
 
 
 
 
 
 

① 従業員 100 人以上の企業における LAN 構築率は、前年調査から 8.5 ポイント上昇

し、86.4％。同様にイントラネット構築率は前年調査から 11.0 ポイント上昇し、

44.2％。エクストラネット（企業間のイントラネット）は過去2年で倍増して9.4％に達する。

② LAN 及びイントラネットとも、一部の事業所や部門での構築から全社的に構築する

企業が増加。 
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① 従業員数 100 人以上の企業における LAN・イントラネット構築目的の第１位は、企

業内の業務情報やデータの共有化。２位は電子メールの実現。 

② エクストラネット構築目的の第１位は電子データ交換（ＥＤＩ）の実現。２位は関連企

業間での顧客情報の共有化。 

75

30.0

22.9

20.3

14.8

12.7

6.2

3.5

1 .3

0.1

3.1

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

企業内での業務情報やﾃﾞｰﾀの共有化

電子ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽの実現

ﾌﾟﾘﾝﾀｰなどの出力装置の共有化

企業内でのｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱやﾜｰｸﾌﾛｰの実現

企業内でのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの共有化

財務･経理ｼｽﾃﾑの実現

伝送速度の向上

ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ

文書決裁ｼｽﾃﾑの実現

ﾊﾟｿｺﾝを利用したﾃﾚﾋﾞ会議の実現

その他

特に課題はなかった

(%)

43.4

32.2

28.0

20.9

14.5

13.5

5.1

12.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

電子ﾃﾞｰﾀ交換（EDI)の実現  

関連企業間での顧客情報の共有

関連企業間でのﾜｰｸﾌﾛｰの実現

ｵﾌｨｽ外からのｱｸｾｽ可能    

他企業間での共同作業、共同設計

電子商取引（EC）の実現     

取引企業の拡大               

その他　　　　　　　　　　　　　

３ 企業ネットワークの状況 
 （２） 企業内ＬＡＮ・イントラネット等の整備状況 －② 構築目的                    
 
■ エクストラネット（企業間のイントラネット）構築は主として電子データ交換エクストラネット（企業間のイントラネット）構築は主として電子データ交換エクストラネット（企業間のイントラネット）構築は主として電子データ交換エクストラネット（企業間のイントラネット）構築は主として電子データ交換
（ＥＤＩ）の実現が目的。（ＥＤＩ）の実現が目的。（ＥＤＩ）の実現が目的。（ＥＤＩ）の実現が目的。    

    

    

    

図１図１図１図１    LANLANLANLAN・イントラネットの構築目的・イントラネットの構築目的・イントラネットの構築目的・イントラネットの構築目的    （構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）    

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

図２図２図２図２    エクストラネットの構築目的エクストラネットの構築目的エクストラネットの構築目的エクストラネットの構築目的    （構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）（構築企業間の比率・複数回答）    

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

.0

ｎ=1,676 
(%)

ｎ=273 
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① 従業員数 100 人以上の企業で LAN・イントラネット端末が１人１台を達成している企

業は３１．８％に達し、１台を２人で使用する企業の比率をはじめて上回る。 

② 約７割の企業は１台を１人～３人で使用。ただし、１台の端末を５人以上で使用する

企業はまだ約２割存在し、前年調査と比較しても改善が遅れている。 

３ 企業ネットワークの状況 
 （２） 企業内ＬＡＮ・イントラネット等の整備状況 －③ 端末の整備状況                    
 
■ LANLANLANLAN・イントラネット端末の１人１台化が急ピッチで進展。１人１台の企業は３・イントラネット端末の１人１台化が急ピッチで進展。１人１台の企業は３・イントラネット端末の１人１台化が急ピッチで進展。１人１台の企業は３・イントラネット端末の１人１台化が急ピッチで進展。１人１台の企業は３
割に割に割に割に増加。増加。増加。増加。    

 
 

    

    

 

図図図図        ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移    

（注） 累積度数：当該区分以下の比率の合計値 
 
 
 

（％）

18.218.218.218.2

22.822.822.822.8

17.317.317.317.3

10.210.210.210.2

27.327.327.327.3

4.34.34.34.3

23.323.323.323.3
26.626.626.626.6

17.217.217.217.2

7.37.37.37.3

22222222

3.53.53.53.5

22.722.722.722.7

15.815.815.815.8

5.85.85.85.8

21.221.221.221.2

2.72.72.72.7

31.831.831.831.8

31.831.831.831.8

54.554.554.554.5

70.370.370.370.3

76.176.176.176.1

97.397.397.397.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1人1人1人1人 2人2人2人2人 3人3人3人3人 4人4人4人4人 5人以上5人以上5人以上5人以上 無回答無回答無回答無回答

平成10年 平成11年 平成12年

平成10年累積度数 平成11年累積度数 平成12年累積度数

(n)     (1,636)                     (1,773)                     (1,676) 
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３ 企業ネットワークの状況 
 （２） 企業内ＬＡＮ・イントラネット等の整備状況 －④ 電子メールの利用状況                

 
■■■■    約９割の企業が電子メールを利用、社内外で電約９割の企業が電子メールを利用、社内外で電約９割の企業が電子メールを利用、社内外で電約９割の企業が電子メールを利用、社内外で電子メールを利用する企業が増加。子メールを利用する企業が増加。子メールを利用する企業が増加。子メールを利用する企業が増加。    

    
    

図図図図        電子メールの利用率の推移電子メールの利用率の推移電子メールの利用率の推移電子メールの利用率の推移    

 
 

① 従業員数100人以上の企業の 78.2％が社内外で、10.0％が自社内のみで電子メー

ルを利用。計 88.2％の企業が電子メールを利用。 

② 社内外で電子メールを利用する企業が前年から１７ポイント増加。 

13.3 10

44.1

61.2
78.2

13.3

57.4

74.5

88.2

0

20

40

60

80

100

平成10年 平成11年 平成12年
(n) (2,023)(2,108) (1,838)

（％）

社内外で利用社内外で利用社内外で利用社内外で利用

自社内のみで利用自社内のみで利用自社内のみで利用自社内のみで利用
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① 従業員数100人以上の企業の 78.5％が何らかのウィルス対策を実施。端末及びサ

ーバにウィルスチェックプログラムを導入している企業は、それぞれ 58.7％、

42.1％。 

② 約 6 割の企業が 1 ヶ月に 1度以上、約 3 社に1社（33.9％）は 1週間に 1度以上ウ

ィルスチェックプログラムを更新。毎日更新する企業は 14.5％と前年から 3 倍増。 

58.758.758.758.7

42.142.142.142.1

8.38.38.38.3

4.14.14.14.1

27.6

55.2

31.8

7.0

4.6

16.216.216.216.2

78.578.578.578.5
68.4

0 20 40 60 80 100

対応をしている

何も行っていない

端末にｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

ｻｰﾊﾞｰにｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

外部接続の際にｳｲﾙｽ
ｳｫｰﾙを構築している

その他の対策

平成12年
平成11年

平成11年（ｎ＝2,023）

平成12年（ｎ＝1,838）

（％）

22.1

5.6

11.3
9.4 8.5

3.9

20.0

12.24.9

13.913.913.913.9

2.62.62.62.6
6.06.06.06.06.06.06.06.0

8.08.08.08.0
4.54.54.54.5

23.623.623.623.6

19.419.419.419.4
14.514.514.514.5

39.2

44.8

56.1

65.5

74.0
77.9

33.9

57.5
62.0

70.0

76.0

82.0
84.6

98.5

97.9

17.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

毎日 週に１回
以上

月に１回
以上

隔月に１回
以上

3か月に１回
以上

半年に1回
以上

1年に1回
以上

1年を超える
周期

導入してから
更新して
いない

   平成12年
   平成11年

平成12年の累積度数

平成11年の累積度数

(%)

平成12年（ｎ＝1,492）
平成11年（ｎ＝1,549）

３ 企業ネットワークの状況 
 （３） 通信ネットワークの安全対策                                    
 
■ 8888 割の企業が何らかのウィルス対策を実施。割の企業が何らかのウィルス対策を実施。割の企業が何らかのウィルス対策を実施。割の企業が何らかのウィルス対策を実施。    

    

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２図２図２図２    ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期    

図１図１図１図１    ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）    


